











2014年度から 2017年度にかけて「教育の IT化に向けた環境整備 4か年計画」に基づき，4年間で 6,712
億円の地財措置（交付税の上乗せ措置）を実施した。2017年度末までの整備目標は，教育用 PC児
童生徒 3.6人に 1台，各教室への電子黒板・実物投影機の設置，無線 LAN整備率 100％などが設定さ
れていた。しかし，「平成 29年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（概要）平
成 30年 3月現在」により都道府県単位でみると，他の施策と同様に目標通りには整備が進まず，教
育用 PC整備は全国平均で 5.6人に 1台であった。佐賀県 1.8人に 1台，鹿児島県 3.3人に 1台，以上
の 2県をのぞけば，全ての都道府県で目標を達成していない。電子黒板の整備率は全国で 26.8％，普
通教室の無線 LAN整備率も全国で 34.5％に留まっている。また，都道府県単位でみれば教育用 PC













































70万以上  20  11（55.0％） 1.0以上（不交付団体）  79  23（29.1％）
30万以上・70万未満  51  25（49.0％） 0.8以上・1.0未満 233  85（36.5％）
20万以上・30万未満  38  23（60.5％） 0.6以上・0.8未満 295  89（30.2％）
10万以上・20万未満 151  58（38.4％） 0.4以上・0.6未満 370  96（25.9％）
5万以上・10万未満 261  73（28.0％） 0.2以上・0.4未満 511 149（29.2％）



























477   8   7   6





159 158 172   9





 53  55 380  10




123  58 310   7




148 111 226  13




 46  12  87   3
31.1％  8.1％ 58.8％  2.0％
10 予算編成は，基本的に前年度踏襲型である。
205 181 102  10





回答した自治体は 148自治体で調査回答自治体中 29.7％，約 3割の自治体である。その中で，一般財
源化されていて，福祉的な意味もあるうえに，毎年ニーズが変動し，対象者数が異なる準要保護の
就学援助もシーリングをかける対象枠に含むことになっている自治体は 46自治体。シーリング方式
を採用している自治体中 31.1％にあたり，この項目の有効回答 485自治体に比すれば 9.5％にあたる。




のマニフェストや意見が 67.1％，国の法令 68.8％，教育長の意見 60.6％であった。「影響する」「どち
らかといえば影響する」と答えた割合をあわせると，首長のマニフェストや意見が 91.0％，教育長の























法＞首 法＝首 法＜首 無回答 文＞首 文＝首 文＜首 無回答
回答自治体数  57 329  99  14  39 282 164  14






70万以上  9.1％ 81.8％  9.1％  0.0％  9.1％ 36.4％ 54.5％  0.0％
30万以上・70万未満  8.0％ 64.0％ 20.0％  8.0％  4.0％ 56.0％ 32.0％  8.0％
20万以上・30万未満  4.3％ 82.6％ 13.0％  0.0％  4.3％ 60.9％ 34.8％  0.0％
10万以上・20万未満 12.1％ 70.7％  8.6％  8.6％  6.9％ 67.2％ 17.2％  8.6％
5万以上・10万未満 15.1％ 71.2％ 11.0％  2.7％ 11.0％ 60.3％ 26.0％  2.7％
1万以上・5万未満  8.7％ 65.1％ 24.6％  1.5％  4.1％ 56.9％ 37.4％  1.5％
1万未満 15.8％ 57.0％ 25.4％  1.8％ 14.0％ 49.1％ 35.1％  1.8％







1.0以上（不交付団体） 13.0％ 60.9％ 17.4％  8.7％  8.7％ 47.8％ 34.8％  8.7％
0.8以上・1.0未満 12.9％ 65.9％ 15.3％  5.9％  7.1％ 60.0％ 27.1％  5.9％
0.6以上・0.8未満  5.6％ 75.3％ 14.6％  4.5％  4.5％ 60.7％ 30.3％  4.5％
0.4以上・0.6未満  8.3％ 72.9％ 16.7％  2.1％  4.2％ 61.5％ 32.3％  2.1％
0.2以上・0.4未満 12.1％ 60.4％ 26.8％  0.7％  8.7％ 53.7％ 36.9％  0.7％
0.2未満 21.1％ 56.1％ 22.8％  0.0％ 17.5％ 47.4％ 35.1％  0.0％













 40  59 384  16




 18  67 398  16




 37 121 325  16




 68 145 268  18




 73 137 269  20





高いのは 20万人以上・30万人未満の自治体で 90.5％であり，他の規模では 58.5～63.6％であった。
財政力指数でみると 0.2未満の自治体のみが半数未満で，最も割合が高いのは不交付団体で 81.8％で
あった。また，例年有効な資料となると回答した 73自治体は，20万人以上の自治体は 0％から 8.0％






















44 81 170 67 118 19
8.8％ 16.2％ 34.1％ 13.4％ 23.6％ 3.8％
2 交付税は一般財源で使途の限定がないため。
158 130 128 29 36 18
31.7％ 26.1％ 25.7％ 5.8％ 7.2％ 3.6％
3 その施策よりも優先されるべき施策があるため。 
163 165 120 14 19 18
32.7％ 33.1％ 24.0％ 2.8％ 3.8％ 3.6％
4 その施策は充足しており，必要性がないため。
19 60 182 109 109 20
3.8％ 12.0％ 36.5％ 21.8％ 21.8％ 4.0％
5 必要であっても折衝の折に重要性の説明が困難であるため。
23 75 215 92 76 18
4.6％ 15.0％ 43.1％ 18.4％ 15.2％ 3.6％
6 自治体全体の財政悪化のため。
110 127 148 42 54 18

























ICT環境整備関連（校務支援システム含）  62  43.7
施設整備関連（修繕・改修・長寿命化・トイレの洋式化等）  62  43.7
人的配置（各種支援員・少人数学級の教員・司書・SSW等）  33  23.2
備品の更新（机・椅子・事務機器・教員用 PC等）  11   7.7
統廃合（撤去費用含）・過大校解消に係る経費   5   3.5
エアコンの設置（特別教室・体育館等含）   5   3.5
学校教育を専門とする弁護士との相談体制   2   1.4






















方式を例年採用しているのは 148自治体で調査回答自治体中 29.7％，約 3割の自治体である。その中
で，一般財源化されていて，福祉的な意味もあるうえに，毎年ニーズが変動し，対象者数が異なる
準要保護の就学援助もシーリングをかける対象枠に含むことになっているのは 46自治体。シーリン
グ方式を採用している自治体中 31.1％にあたり，この項目の有効回答 485自治体に比すれば 9.5％に
あたる。つまり，本調査の限りにおいてではあるが，9.5％の自治体では上限を切られるのみでなく，
同じ枠内とされる経常経費に要する物品の値上がり等も予算化の抑制要因となり得る状態であるとい














答自治体 483のうち 281自治体（58.2％）であった。加えて問 5の交付税措置されている額が予算を
確保するための有効な資料となるかとの問いに対し，269自治体，53.9％の自治体があてはまらない










































指導要領の実施に向けた ICT環境整備をみる。文科省は 2014年度から 2017年度にかけて「教育の
IT化に向けた環境整備 4か年計画」に基づき，4年間で 6,712億円の地財措置（交付税の上乗せ措
置）を実施したが計画通りに整備が進んでいない。ICT関連の交付税措置を，文科省のパンフレット
『学校の ICT環境を整備しましょう！ 教育の IT化に向けた環境整備 4か年計画（平成 26～29年度）』






































　⑵ 交付税措置に関しては教育分野のみならず，1982（昭和 57）年 12月 23日衆議院地方行政委員会以降，各
委員会の議事録でみれば交付税は「色がついていない」「ひもつきでない」と，使途が限定されていないがゆ




　⑶ 2002（平成 14）年 6月 11日参議院総務員会議事録でみると片山総務大臣は「特に補助金については，（中略）
一般財源に振り替えることによって地方の自立性は増すんですよね。事業選択がフリーハンドで地方の判断
でできるようになるわけで，（中略）補助金については（中略）できるだけ縮小した方が地方の自主性が増え
て地方が自由に使える金が増える」と答弁している。
46 交付税措置による教育施策推進の有効性に関する研究（江口）
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